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�  2008.11

　

経
済
産
業
省
・
中
小
企
業
庁
は
「
安

心
実
現
の
た
め
の
緊
急
総
合
対
策
」（
政

府
・
与
党
会
議
、
経
済
対
策
閣
僚
会
議

合
同
会
議
決
定
）
に
お
い
て
、
急
激
な

資
源
高
に
苦
し
む
中
小
・
零
細
企
業
等

を
支
援
す
る
た
め
に
、
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ

支
援
拠
点
と
し
て
整
備
し
た
「
地
域
力

連
携
拠
点
」
の
活
用
を
図
り
つ
つ
、
資

金
繰
り
対
策
の
拡
充
や
下
請
法
・
独
禁

法
の
運
用
強
化
、
下
請
事
業
者
保
護
の

た
め
の
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
等

に
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
と
な
っ
た
。

　

経
済
産
業
省
・
中
小
企
業
庁
は
、
平

成
21
年
度
中
小
企
業
関
係
概
算
要
求
額

を
ま
と
め
た
。
要
求
額
は
、
対
前
年
比

２
２
６
億
円
増
の
１
５
３
０
億
円
。
重

点
項
目
は
、
①
原
油
・
原
材
料
高
騰
等

へ
の
対
応
と
資
金
繰
り
対
策
②
中
小
企

業
の
経
営
力
向
上
支
援
③
商
店
街
・
小

規
模
企
業
へ
の
支
援
④
新
た
な
分
野
に

挑
戦
す
る
中
小
企
業
へ
の
支
援
。

　

千
葉
地
方
最
低
賃
金
審
議
会
（
会
長

＝
手
塚
和
彰
青
山
学
院
大
学
教
授
）は
、

県
内
の
地
域
別
最
低
賃
金
を
時
間
額
で

７
２
３
円
（
従
来
は
７
０
６
円
）
と
す

る
よ
う
、千
葉
労
働
局
長
に
答
申
し
た
。

効
力
発
生
日
は
10
月
31
日
。

　

最
低
賃
金
は
、
原
則
と
し
て
事
業
場

で
働
く
常
用
・
臨
時
・
パ
ー
ト
・
ア
ル

バ
イ
ト
な
ど
雇
用
形
態
や
呼
称
の
如
何

を
問
わ
ず
す
べ
て
の
労
働
者
と
そ
の
使

用
者
に
適
用
さ
れ
る
。

　

仮
に
最
低
賃
金
額
よ
り
低
い
賃
金
を

労
使
合
意
で
定
め
て
も
、
法
律
に
よ
り

無
効
と
さ
れ
、
最
低
賃
金
額
と
同
額
の

定
め
を
し
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
。

◎
詳
細
は
千
葉
労
働
局
賃
金
室

℡
０
４
３
・
２
２
１
・
２
３
２
８

　

取
引
先
の
突
然
の
倒
産
。
そ
ん
な
と

き
あ
な
た
を
守
る
、
経
営
セ
ー
フ
テ
ィ

共
済
で
す
。

□
中
小
企
業
倒
産
防
止
共
済

　

取
引
先
企
業
が
倒
産
し
た
場
合
、
積

み
立
て
た
掛
金
総
額
の
10
倍
の
範
囲
内

（
最
高
３
２
０
０
万
円
）
で
回
収
困
難

な
売
掛
金
債
権
等
の
額
以
内
の
共
済
金

の
「
貸
付
け
」
が
受
け
ら
れ
る
中
小
企

業
倒
産
防
止
共
済
法
に
基
づ
い
た
共
済

制
度
で
す
。

□
掛
金

　

掛
金
月
額
は
５
０
０
０
円
か
ら
８
万

円
ま
で
の
範
囲
内（
５
０
０
０
円
刻
み
）

で
自
由
に
選
べ
ま
す
（
掛
金
総
額
の
積

立
限
度
額
は
３
２
０
万
円
）。

□
共
済
金
の
貸
付
条
件

　

共
済
金
の
貸
付
け
の
条
件
は
、
無
担

保
、
無
保
証
人
、
無
利
子
（
た
だ
し
、

共
済
金
の
貸
付
け
を
受
け
た
場
合
、
共

済
金
貸
付
額
の
10
分
の
１
に
相
当
す
る

掛
金
の
権
利
が
消
滅
し
ま
す
。）と
な
っ

て
い
ま
す
。
返
還
期
間
は
５
年
（
据
置

期
間
６
か
月
）
で
貸
付
元
金
に
つ
い
て

毎
月
均
等
償
還
で
す
。
な
お
、
取
引
先

が
「
夜
逃
げ
」、「
内
整
理
」
等
の
場
合

は
貸
付
け
を
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
。

◎
中
小
企
業
倒
産
防
止
共
済
の
ご
相

談
、
お
問
い
合
わ
せ
は
制
度
の
運
営
主

体
で
あ
る
独
立
行
政
法
人
中
小
企
業
基

盤
整
備
機
構
で
行
っ
て
お
り
ま
す
。

中
小
企
業
基
盤
整
備
機
構
共
済
相
談
室

℡
０
５
０
・
５
５
４
１
・
７
１
７
１

　

▽
定
時
退
社
へ
の
取
組
を
お
願
い
し

ま
す
。
▽
働
き
方
を
見
直
し
て
も
っ
と

子
育
て
を
楽
し
み
ま
し
ょ
う
。
▽
職
場

ぐ
る
み
で
「
子
育
て
パ
パ
・
マ
マ
」
を

応
援
し
ま
し
ょ
う
。
▽
発
注
先
の
働
き

方
に
も
気
遣
い
ま
し
ょ
う
。
▽
ワ
ー

ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
で
業
績
の
向

上
を
目
指
し
ま
し
ょ
う
。

　

こ
こ
で
い
う
生
活
と
は
、
家
庭
生
活

に
限
ら
ず
、
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
を
目
指
し

た
学
習
活
動
や
地
域
へ
の
貢
献
活
動
な

ど
を
含
む
広
義
の
生
活
を
指
し
ま
す
。

仕
事
だ
け
で
な
く
、
同
時
に
生
活
が
満

た
さ
れ
る
こ
と
で
、
企
業
活
動
に
お
け

る
個
人
の
生
産
性
や
能
力
が
高
ま
り
、

結
果
的
に
会
社
に
多
く
の
メ
リ
ッ
ト
を

も
た
ら
す
と
考
え
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

◎
詳
細
は

千
葉
県
雇
用
労
働
課
雇
用
就
労
支
援
室

℡
０
４
３
・
２
２
３
・
２
７
４
１

　

▽
労
働
基
準
法
は
、
同
法
第
36
条
の

規
定
に
よ
り
、
時
間
外
労
働
協
定
を
締

結
す
る
こ
と
等
を
要
件
と
し
て
、
法
定

労
働
時
間
を
超
え
る
時
間
外
労
働
を
認

め
て
い
ま
す
。
▽
た
だ
し
、
こ
れ
は
時

間
外
労
働
を
無
制
限
に
認
め
る
趣
旨
で

は
な
く
、
時
間
外
労
働
は
本
来
臨
時
的

な
も
の
と
し
て
必
要
最
小
限
の
範
囲
で

な
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
す
。
▽
コ
コ
ロ

と
カ
ラ
ダ
が
折
れ
な
い
う
ち
に
、
労
使

が
と
も
に
協
力
し
あ
い
、
長
時
間
労
働

を
抑
制
し
よ
う
。

◎
労
働
時
間
相
談
フ
リ
ー
ダ
イ
ヤ
ル

11
月
22
日
（
午
前
９
時
～
午
後
５
時
）

０
１
２
０
・
８
９
７
・
７
１
３

　

千
葉
県
労
働
委
員
会
の
委
員
が
、
労

働
組
合
に
関
す
る
法
律
問
題
、
団
体
交

渉
の
ル
ー
ル
な
ど
の
良
好
な
労
使
関
係

づ
く
り
を
お
手
伝
い
し
ま
す
。

対
象　

労
働
者
、
使
用
者
、
労
働
組
合

日
時　

11
月
29
日
㈯
13
時
～
17
時

会
場　
船
橋
フ
ェ
イ
ス
ビ
ル
５
階
相
談
室

　
　
（
Ｊ
Ｒ
総
武
線
船
橋
駅
前
）

＊
相
談
は
無
料
、
予
約
制
で
す
。
電
話

で
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
。

◎
申
し
込
み
・
問
い
合
わ
せ
先

千
葉
県
労
働
委
員
会
事
務
局

℡
０
４
３
・
２
３
１
・
２
１
３
２

　

千
葉
労
働
基
準
監
督
署
は
、
11
月
25

日
㈫
か
ら
次
に
移
転
し
ま
す
。

〒
２
６
０
・
８
５
０
６

千
葉
市
中
央
区
中
央
４
の
11
の
１

千
葉
第
二
地
方
合
同
庁
舎
３
階

℡
０
４
３
・
３
０
８
・
０
６
７
０

「
安
心
実
現
の
た
め
の
緊
急
総
合

対
策
」
に
お
け
る
中
小
企
業
対
策

■ トピックス
中
小
企
業
関
係
概
算
要
求

千
葉
県
最
低
賃
金
改
正

経
営
セ
ー
フ
テ
ィ
共
済
の
お
知
ら
せ

ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

11
月
は
「
労
働
時
間
適
正
化
キ
ャ

ン
ペ
ー
ン
」
期
間
で
す

労
使
関
係
相
談
会
の
ご
案
内

労
働
基
準
監
督
署
の
庁
舎
移
転
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■ 特　　集
　

中
小
企
業
は
、
一
般
的
に
規
模
が
小

さ
く
、
資
金
調
達
力
や
情
報
収
集
力
が

弱
い
、
あ
る
い
は
人
材
や
信
用
力
が
不

足
し
て
い
る
等
、
事
業
経
営
の
う
え
で

不
利
な
立
場
に
立
た
さ
れ
て
い
る
場

合
が
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。
さ
ら
に
、

最
近
の
情
報
化
の
進
展
、
国
際
化
、
消

費
者
ニ
ー
ズ
の
多
様
化
・
高
度
化
、
規

制
緩
和
の
進
展
、
原
材
料
の
高
騰
や
金

融
市
場
の
逼
迫
化
な
ど
に
よ
り
大
き

な
影
響
を
受
け
て
お
り
、
こ
れ
ら
に
対

応
す
る
た
め
事
業
領
域
の
再
検
討
や

事
業
転
換
の
必
要
性
に
迫
ら
れ
る
な

ど
、
一
段
と
厳
し
い
環
境
に
直
面
し
て

い
ま
す
。

　

一
方
で
、
中
小
企
業
は
地
域
経
済
の

核
と
し
て
地
域
の
活
性
化
に
も
重
要

な
役
割
を
果
た
し
て
い
ま
す
。

　

中
小
企
業
が
、
自
律
的
に
発
展
を
し

て
い
く
た
め
に
は
、
個
々
の
企
業
の
自

助
努
力
が
大
切
で
す
が
、
個
々
の
能
力

に
は
自
ず
と
限
界
が
あ
り
ま
す
。

　

そ
の
た
め
に
は
、
同
じ
よ
う
な
立
場

に
あ
る
中
小
企
業
同
士
で
組
合
を
つ

く
り
、
互
い
に
協
力
・
助
け
合
い
、
事

業
経
営
を
充
実
・
強
化
し
て
い
く
こ
と

が
最
も
効
果
的
な
方
策
と
い
え
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
同
業
の
中
小
企
業
な
ど
が

相
集
ま
っ
て
組
合
を
つ
く
り
、
共
同
事

業
を
通
じ
て
生
産
性
の
向
上
や
価
値

実
現
力
を
高
め
て
、
メ
ン
バ
ー
企
業
の

経
済
的
地
位
の
向
上
を
図
る
た
め
の
各

種
組
合
制
度
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

組
合
を
作
る
効
果

　

組
合
を
作
る
効
果
と
し
て
は
、
①
取

引
条
件
の
改
善
、
販
売
促
進
、
資
金
調

達
の
円
滑
化
、
情
報
・
技
術
・
人
材
・

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
等
の
経
営
ノ
ウ
ハ

ウ
の
充
実
、
生
産
性
の
向
上
等
に
よ
り

経
営
の
近
代
化
・
合
理
化
を
図
る
こ
と

が
で
き
る
②
業
界
の
ル
ー
ル
の
確
立
、

秩
序
の
維
持
が
で
き
、
メ
ン
バ
ー
企
業

の
経
営
の
安
定
と
業
界
全
体
の
改
善

発
展
を
図
る
こ
と
が
で
き
る
③
中
小

企
業
の
個
々
の
意
見
や
要
望
事
項
を

組
合
が
ま
と
め
る
こ
と
に
よ
り
国
等

の
施
策
に
反
映
さ
せ
る
こ
と
が
で
き

る
と
と
も
に
、
組
合
を
通
じ
て
、
多
く

の
中
小
企
業
施
策
を
利
用
す
る
こ
と

が
で
き
る
。
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
組
合
は
会
社
と
違
っ
て
経
済

合
理
性
の
追
求
と
と
も
に
、
人
間
性
を

尊
重
し
、
不
利
な
立
場
に
あ
る
メ
ン

バ
ー
企
業
の
経
済
的
地
位
の
向
上
を

図
る
た
め
の
組
織
で
す
。
会
社
に
な
い

制
度
上
の
特
典
が
組
合
に
与
え
ら
れ

て
い
る
の
は
こ
の
た
め
で
す
。

　

中
小
企
業
の
組
合
は
、
そ
れ
ぞ
れ
法

律
に
よ
っ
て
設
立
さ
れ
て
お
り
、
い
く

つ
か
の
種
類
が
あ
り
ま
す
が
、
そ
の
主

な
も
の
は
次
の
と
お
り
で
、
中
小
企
業

の
経
営
の
合
理
化
と
取
引
条
件
の
改

善
等
を
図
る
た
め
最
も
利
用
さ
れ
普

及
し
て
い
る
「
事
業
協
同
組
合
」、
個

人
事
業
者
や
勤
労
者
な
ど
個
人
が
経

営
規
模
の
適
正
化
を
図
る
た
め
や
自

ら
の
働
く
場
を
確
保
す
る
た
め
の
「
企

業
組
合
」、
参
加
す
る
中
小
企
業
の
事

業
を
統
合
す
る
「
協
業
組
合
」、
業
界

全
体
の
改
善
発
達
を
図
る
「
商
工
組

合
」、
商
店
街
の
商
業
者
等
に
よ
り
構

成
さ
れ
る
「
商
店
街
振
興
組
合
」、
飲

食
業
、
旅
館
業
、
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
業
、

理
・
美
容
業
な
ど
の
生
活
衛
生
関
連
業

者
に
よ
り
構
成
さ
れ
る
「
生
活
衛
生
同

業
組
合
」
等
が
あ
り
ま
す
が
、
次
に
組

合
の
代
表
的
な
組
織
で
あ
る
事
業
協

同
組
合
に
つ
い
て
述
べ
る
。
各
種
組
合

制
度
の
比
較
は
10
㌻
参
照

事
業
協
同
組
合

　

中
小
企
業
者
が
互
い
に
協
力
し
、
助

け
合
う
精
神
（
相
互
扶
助
の
精
神
）
に

基
づ
い
て
協
同
で
事
業
を
行
い
、
経
営

の
近
代
化
・
合
理
化
と
経
済
的
地
位
の

向
上
・
改
善
を
図
る
た
め
の
組
合
で
、

組
合
は
組
合
員
の
事
業
を
支
援
・
助
成

す
る
た
め
の
も
の
な
ら
ば
ほ
と
ん
ど
す

べ
て
の
分
野
の
事
業
が
実
施
で
き
ま
す
。

　

組
合
の
設
立
も
４
人
以
上
集
ま
れ

ば
よ
く
、
気
心
の
合
う
同
じ
ニ
ー
ズ
を

も
っ
た
事
業
者
だ
け
で
比
較
的
自
由

に
設
立
で
き
、
中
小
企
業
者
に
と
っ
て

非
常
に
設
立
し
や
す
い
組
合
と
し
て

広
く
普
及
し
て
お
り
、
最
も
代
表
的
な

組
合
で
す
。

　

従
来
は
同
業
種
の
事
業
者
で
設
立

す
る
ケ
ー
ス
が
ほ
と
ん
ど
で
し
た
が
、

最
近
で
は
、
異
な
る
業
種
の
事
業
者
が

連
携
し
て
こ
の
事
業
協
同
組
合
を
設

立
し
、各
々
の
組
合
員
が
蓄
え
た
技
術
、

経
営
の
ノ
ウ
ハ
ウ
等
の
経
営
資
源
を

出
し
合
っ
て
新
技
術
・
新
製
品
開
発
、

新
事
業
分
野
・
新
市
場
開
拓
等
を
め
ざ

す
も
の
が
増
え
て
い
ま
す
。

事
業
協
同
組
合
の
行
う
事
業

　

事
業
協
同
組
合
が
行
う
共
同
事
業

に
は
い
ろ
い
ろ
な
種
類
が
あ
り
ま
す

な
ぜ
中
小
企
業
に
組
合
が
必
要
な
の
か
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�

る
た
め
の
情
報
を
組
合
員
や
関
係
方
面

へ
提
供
す
る
こ
と
も
大
切
な
情
報
提
供

事
業
の
一
つ
で
す
。
最
近
で
は
、
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
な
ど
情
報
機
器
を
積
極
的
に

活
用
し
て
情
報
提
供
を
活
発
に
行
っ
て

い
る
組
合
も
多
く
み
ら
れ
ま
す
。

【
人
材
養
成
事
業
】

　

組
合
員
を
は
じ
め
、
そ
の
後
継
者
、

組
合
員
企
業
の
管
理
者
な
ど
を
対
象

に
計
画
的
・
体
系
的
な
教
育
研
修
等
を

行
う
こ
と
に
よ
っ
て
人
材
を
養
成
す

る
事
業
で
す
。
人
材
は
、
企
業
経
営
の

根
幹
を
な
す
も
の
で
す
が
、
最
近
で
は

特
に
、情
報
力
、技
術
力
、マ
ー
ケ
テ
ィ

ン
グ
力
等
の
ソ
フ
ト
な
経
営
資
源
の

充
実
を
図
る
必
要
か
ら
、
こ
の
事
業
の

重
要
性
が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。

【
金
融
事
業
】

　

組
合
員
に
対
し
て
事
業
資
金
を
貸

与
し
、
ま
た
は
金
融
機
関
に
対
す
る
組

合
員
へ
の
債
務
を
保
証
す
る
こ
と
に

よ
り
、
組
合
員
の
事
業
資
金
調
達
の
円

滑
化
を
図
る
事
業
で
す
。
組
合
が
金
融

機
関
か
ら
資
金
を
借
り
入
れ
、
こ
れ
を

組
合
員
に
貸
し
出
す
方
法
と
、
組
合
員

が
金
融
機
関
か
ら
直
接
借
り
入
れ
る

際
に
組
合
が
斡
旋
す
る
方
法
が
あ
り

ま
す
。
組
合
と
組
合
員
の
た
め
の
金
融

機
関
と
し
て
商
工
中
金
が
あ
り
ま
す
。

【
共
同
労
務
管
理
事
業
】

　

組
合
員
の
従
業
員
の
確
保
・
定
着
あ

る
い
は
能
力
の
向
上
な
ど
を
図
る
た

め
、
組
合
員
が
行
う
労
務
管
理
の
一
部

を
組
合
が
代
っ
て
行
う
事
業
で
す
。
こ

れ
に
よ
っ
て
、
福
利
厚
生
等
の
労
働
条

件
、
安
全
衛
生
、
作
業
環
境
等
の
改
善

が
図
れ
ま
す
。
従
業
員
の
知
識
・
技
能

等
の
向
上
を
図
る
た
め
の
教
育
・
訓
練

な
ど
も
盛
ん
に
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

【
福
利
厚
生
事
業
】

　

組
合
員
の
私
生
活
面
の
利
益
を
増

進
す
る
た
め
の
事
業
で
、
健
康
診
断
、

慶
弔
見
舞
金
の
支
給
、
親
睦
旅
行
、
レ

ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
活
動
な
ど
が
あ
り

ま
す
。
こ
の
事
業
は
、組
合
員
の
融
和
、

組
合
へ
の
参
加
意
識
、
帰
属
意
識
、
協

調
性
の
高
揚
等
に
効
果
が
あ
り
ま
す
。

中
小
企
業
団
体
中
央
会　

　

本
会
で
は
、
組
合
等
の
設
立
や
運
営

の
支
援
、
任
意
グ
ル
ー
プ
な
ど
の
緩
や

か
な
連
携
組
織
の
形
成
支
援
を
行
っ

て
お
り
ま
す
。
組
合
や
中
小
企
業
の
こ

と
な
ら
、
何
で
も
千
葉
県
中
小
企
業
団

体
中
央
会
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

◎
詳
細
に
つ
い
て
は

本
会
指
導
相
談
室

℡
０
４
３
・
３
０
６
・
３
２
８
５

松
戸
支
所

℡
０
４
７
・
３
６
８
・
３
９
９
２

合
員
に
注
文
を
斡
旋
す
る
方
法
も
あ

り
ま
す
。

【
市
場
開
拓
・
販
売
促
進
事
業
】

　

市
場
開
拓
事
業
は
、
組
合
員
の
製
品

や
取
扱
商
品
な
ど
の
販
路
の
拡
大
を

図
る
た
め
、
共
同
で
市
場
調
査
や
展
示

会
を
開
催
す
る
事
業
で
す
。
ま
た
、
販

売
促
進
事
業
に
は
、
広
告
・
宣
伝
、
共

同
売
出
し
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
な
ど
の
事
業

が
あ
り
ま
す
。こ
れ
ら
の
事
業
は
、個
々

の
企
業
で
は
採
算
が
合
わ
な
い
と
か
、

品
揃
え
が
で
き
な
い
な
ど
の
理
由
で

実
施
す
る
こ
と
が
難
し
い
場
合
で
も

共
同
で
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
可
能
に

な
り
ま
す
。

【
研
究
開
発
事
業
】

　

組
合
が
研
究
施
設
を
設
置
し
た
り
、

公
的
な
試
験
研
究
機
関
等
に
研
究
を

委
託
す
る
な
ど
に
よ
り
組
合
員
の
事

業
に
関
す
る
様
々
な
テ
ー
マ
に
つ
い

て
研
究
開
発
を
行
う
事
業
で
す
。
こ
れ

に
よ
っ
て
、
新
製
品
・
新
技
術
・
意
匠
・

生
産
工
程
・
販
売
方
法
の
改
善
・
開
発

な
ど
が
図
れ
ま
す
。

【
情
報
提
供
事
業
】

　

組
合
員
の
経
営
に
役
立
つ
需
要
動

向
、
技
術
情
報
、
業
界
情
報
、
経
営
管

理
情
報
等
を
収
集
し
、
組
合
員
に
提
供

す
る
事
業
で
す
。
組
合
の
共
同
事
業
に

役
立
つ
情
報
の
収
集
や
組
合
を
Ｐ
Ｒ
す

が
、
比
較
的
多
く
の
組
合
が
行
っ
て
い

る
も
の
は
次
の
よ
う
な
事
業
で
す
。

【
共
同
生
産
・
加
工
事
業
】

　

個
々
の
組
合
員
で
は
所
有
で
き
な
い

高
額
・
新
鋭
設
備
等
を
組
合
が
導
入
し
、

組
合
員
が
必
要
と
す
る
も
の
を
生
産
・

加
工
し
、
組
合
員
に
供
給
す
る
事
業
で

す
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
原
価
の
引
下
げ
、

規
格
の
統
一
、
品
質
の
向
上
、
設
備
や

仕
事
の
効
率
化
な
ど
が
図
れ
ま
す
。 

【
共
同
購
買
事
業
】

　

組
合
員
が
必
要
な
資
材
等
を
組
合
が

ま
と
め
て
購
入
し
、
組
合
員
に
供
給
す

る
事
業
で
す
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
仕
入

先
と
の
交
渉
力
が
強
化
さ
れ
る
の
で
仕

入
価
格
の
引
下
げ
、
代
金
決
済
条
件
な

ど
の
取
引
条
件
の
改
善
、
購
入
品
の
規

格
・
品
質
の
均
一
化
な
ど
が
図
れ
ま
す
。 

【
共
同
販
売
事
業
】

　

組
合
員
が
取
り
扱
う
製
品
を
組
合

が
ま
と
め
て
販
売
す
る
事
業
で
す
。
こ

れ
に
よ
っ
て
、
販
売
価
格
や
決
済
条
件

が
有
利
に
な
る
ほ
か
、
大
口
需
要
先
の

開
拓
な
ど
販
路
の
拡
大
が
図
れ
ま
す
。

【
共
同
受
注
事
業
】

　

組
合
が
注
文
を
受
け
、
組
合
員
が
仕

事
を
分
担
、
組
合
が
納
品
す
る
事
業
で

す
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
大
口
発
注
先
の

開
拓
な
ど
販
路
の
拡
大
や
取
引
条
件

の
改
善
な
ど
が
図
れ
ま
す
。
な
お
、
組
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企
業
は
Ｉ
Ｔ
を
何
の
た
め
に
活
用
す
る

の
で
あ
ろ
う
か
。
わ
が
国
で
は
Ｉ
Ｔ
を
活

用
し
た
企
業
情
報
シ
ス
テ
ム
は
、１
９
６
０

年
代
頃
か
ら
始
ま
り
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の

性
能
向
上
に
合
わ
せ
て
進
展
し
て
き
た
こ

と
は
ご
存
じ
の
通
り
で
あ
る
。

　

当
初
は
給
与
計
算
や
請
求
書
作
成
な

ど
大
量
の
事
務
処
理
や
計
算
処
理
の
た

め
の
計
算
機
と
し
て
使
わ
れ
、
そ
の
後
、

収
集
し
た
情
報
を
活
用
し
て
、
生
産
管

理
や
在
庫
管
理
な
ど
の
管
理
活
動
に
活

用
さ
れ
た
。
最
近
で
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

な
ど
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
技
術
の
発
展
に
よ

り
、
企
業
間
や
消
費
者
と
の
接
続
を
通

し
て
競
争
優
位
性
確
保
な
ど
戦
略
的
な

使
い
方
が
推
進
さ
れ
て
い
る
。

　

平
成
二
十
年
度
の
中
小
企
業
白
書
に

お
い
て
、
中
小
企
業
の
Ｉ
Ｔ
活
用
の
実
態

が
述
べ
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
中
で
中
小
企

業
経
営
者
は
Ｉ
Ｔ
の
広
ま
り
が
も
た
ら

し
て
い
る
経
営
環
境
変
化
へ
の
認
識
が
弱

い
た
め
、
変
化
対
応
が
出
来
な
く
な
っ
て

い
る
の
で
は
な
い
か
と
指
摘
す
る
。
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
で
は
21
％
の
企
業
が
Ｉ
Ｔ
の

普
及
に
伴
う
経
営
環
境
に
特
段
変
化
は

な
い
と
回
答
し
て
い
る
。
現
在
の
よ
う
に

変
化
の
激
し
い
時
代
に
、
や
や
現
状
認
識

が
薄
い
の
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。
例

え
ば
、
最
近
の
大
手
企
業
の
多
く
は
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
を
使
っ
て
発
注
情
報
を
公
開
し

て
い
る
が
、
単
に
発
注
情
報
だ
け
で
な
く

自
社
製
品
の
需
要
予
測
や
生
産
計
画
な

ど
を
公
開
し
て
い
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
。
中

小
企
業
と
し
て
は
こ
れ
ら
の
顧
客
の
情
報

を
有
効
活
用
し
て
、
よ
り
精
度
の
高
い
経

営
を
行
う
こ
と
が
出
来
る
の
で
は
な
か
ろ

う
か
。

　

企
業
経
営
に
Ｉ
Ｔ
を
ど
う
使
う
か
に

関
し
て
は
、
経
営
の
観
点
か
ら
い
ろ
い
ろ

な
研
究
や
企
業
事
例
が
発
表
さ
れ
て
い

る
。
経
営
者
の
方
々
は
そ
れ
ら
を
学
習
す

る
機
会
は
多
い
の
で
は
な
い
か
と
思
う
。

ご
承
知
の
Ｓ
Ｃ
Ｍ
（
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）や
Ｃ
Ｒ
Ｍ（
カ
ス
ト
マ
ー

リ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ッ
プ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）、

最
近
の
ロ
ン
グ
テ
ー
ル
な
ど
は
Ｉ
Ｔ
を
活

用
し
た
経
営
手
法
で
あ
り
、
Ｉ
Ｔ
技
術

そ
の
も
の
で
は
な
い
。

　

こ
の
よ
う
に
Ｉ
Ｔ
が
発
達
す
れ
ば
す
る

ほ
ど
、
こ
れ
を
活
用
し
た
新
し
い
経
営
管

理
手
法
が
ど
ん
ど
ん
研
究
、開
発
さ
れ
て
、

経
営
環
境
変
化
が
起
り
、
中
小
企
業
に

も
波
及
し
て
来
る
。
こ
れ
ら
経
営
環
境

変
化
に
対
し
て
、
経
営
者
の
皆
さ
ん
は
Ｉ

Ｔ
は
苦
手
だ
、
専
門
家
に
任
せ
よ
う
な

ど
と
考
え
て
お
ら
れ
な
い
だ
ろ
う
か
。
一

般
的
に
経
営
者
が
Ｉ
Ｔ
の
知
識
（
技
術

的
な
知
識
）が
少
な
い
の
は
当
然
で
あ
る
。

技
術
的
な
意
味
で
の
Ｉ
Ｔ
は
専
門
家
に

任
せ
た
方
が
良
い
か
も
し
れ
な
い
が
、
Ｉ

Ｔ
活
用
に
関
し
て
は
単
に
技
術
的
な
知

識
だ
け
で
な
く
、
幅
広
い
知
見
を
持
っ
た

経
営
者
の
仕
事
で
あ
る
と
言
え
る
。

　

経
営
者
は
先
ず
Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
て
何

を
や
り
た
い
の
か
を
明
確
に
意
思
表
示

す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た
め
に
経
営
者

が
検
討
す
べ
き
対
象
は
業
務
プ
ロ
セ
ス
で

あ
る
。
業
務
プ
ロ
セ
ス
と
言
う
言
葉
は
や

や
分
か
り
に
く
い
が
、
簡
単
に
言
え
ば
特

定
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
の
業
務
（
仕

事
）
の
流
れ
で
あ
り
、
一
人
で
行
う
こ
と

も
あ
る
が
、
複
数
の
人
又
は
幾
つ
か
の
部

門
で
実
施
す
る
こ
と
も
多
い
。

　

通
常
、
生
産
設
備
や
店
舗
設
備
へ
の

Ｉ
Ｔ
活
用
と
経
営
者
の
役
割

な
ぜ
Ｉ
Ｔ
活
用
か

Ｉ
Ｔ
に
よ
る
中
小
企
業
経
営

環
境
変
化
へ
の
認
識

Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
た
経
営
管
理

手
法
に
つ
い
て

経
営
者
の
Ｉ
Ｔ
活
用
に
お
け
る

検
討
対
象
と
業
務
の
可
視
化フローチャートによる業務プロセスの

可視化例

■ 視　　点
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投
資
は
目
に
見
え
る
も
の
が
対
象
と
な

る
。
し
か
し
業
務
プ
ロ
セ
ス
は
、
目
に
見

え
に
く
い
も
の
が
対
象
と
な
る
の
で
少
し

厄
介
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
先
ず
業
務
プ

ロ
セ
ス
を
フ
ロ
ー
チ
ャ
ー
ト
や
業
務
記
述

書
な
ど
の
形
で
、
目
に
見
え
る
よ
う
に
す

る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
こ
の
場
合
、
部

門
毎
に
行
う
の
で
は
な
く
、
例
え
ば
販

売
プ
ロ
セ
ス
、
調
達
プ
ロ
セ
ス
な
ど
ひ
と

つ
の
業
務
プ
ロ
セ
ス
を
最
初
か
ら
最
後
ま

で
部
門
を
ま
た
が
っ
て
表
現
す
る
こ
と
が

必
要
で
あ
る
。

　

次
に
業
務
プ
ロ
セ
ス
を
改
革
す
る
過

程
へ
進
む
が
、
こ
こ
で
は
経
営
者
は
自
社

の
経
営
戦
略
と
結
び
つ
け
た
問
題
解
決

の
方
向
性
を
示
す
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

　

具
体
的
に
は
、
目
に
見
え
る
よ
う
に

な
っ
た
業
務
プ
ロ
セ
ス
か
ら
、
問
題
点
を

探
し
出
す
過
程
へ
と
進
む
。
こ
こ
で
は
単

に
現
状
の
問
題
点
を
列
挙
す
る
の
で
な

く
、
そ
の
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
目
的
、
目
標

を
明
確
に
し
、
業
務
自
体
の
必
要
性
か

ら
検
討
す
る
。
そ
し
て
、
業
務
プ
ロ
セ
ス

全
体
を
俯
瞰
で
き
、
経
営
者
の
目
で
見

直
す
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
り

経
営
者
は
部
門
を
ま
た
が
っ
た
重
複
作

業
や
デ
ー
タ
の
重
複
保
持
、
情
報
連
絡
の

ス
ピ
ー
ド
の
遅
さ
、
転
記
や
重
複
入
力
、

不
要
な
業
務
プ
ロ
セ
ス
な
ど
い
ろ
い
ろ
な

こ
と
に
気
づ
か
れ
る
こ
と
で
あ
ろ
う
。

　

こ
れ
ら
の
問
題
点
に
対
し
て
、社
内
の

ル
ー
ル
や
制
度
、慣
習
、意
識
な
ど
を
改
善

す
る
こ
と
に
よ
っ
て
解
決
で
き
な
い
か
を

検
討
し
、更
に
Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
て
、も
っ
と

効
率
的
に
解
決
で
き
な
い
か
を
検
討
す
る
。

　

こ
の
ス
テ
ッ
プ
で
は
、多
少
Ｉ
Ｔ
の
知
識

が
必
要
と
な
る
が
、
社
内
で
の
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
チ
ー
ム
に
よ
る
検
討
や
、
社
外
の
Ｉ

Ｔ
専
門
家
の
活
用
も
可
能
で
あ
る
。
特
に

複
数
の
部
門
や
担
当
者
に
ま
た
が
る
業

務
プ
ロ
セ
ス
改
革
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー

ム
編
成
で
推
進
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

　

少
し
側
面
を
変
え
て
、
経
営
者
の
Ｉ
Ｔ

活
用
へ
の
関
与
に
関
す
る
世
の
中
の
動
き

を
見
て
み
よ
う
。

　

こ
の
考
え
方
は
１
９
９
０
年
代
か
ら

存
在
し
、
少
し
古
い
話
に
な
る
が
、
わ
が

国
で
は
平
成
十
一
年
（
１
９
９
９
年
）
に

経
済
産
業
省
（
当
時
は
通
商
産
業
省
）

か
ら
「
企
業
の
Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス
向
上
に

向
け
て
」
と
い
う
資
料
が
発
表
さ
れ
て
い

る
。「
Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス
」
と
は
、
本
資

料
で
は
「
企
業
が
競
争
優
位
性
構
築
を

目
的
に
、
Ｉ
Ｔ
戦
略
の
策
定
・
実
行
を
コ

ン
ト
ロ
ー
ル
し
、
あ
る
べ
き
方
向
へ
導
く

組
織
能
力
」
と
あ
る
。
詳
細
は
省
略
す

る
が
、
経
営
者
は
Ｉ
Ｔ
活
用
に
関
し
て
関

与
す
べ
き
で
あ
る
と
い
う
考
え
方
で
あ

る
。
こ
の
資
料
は
自
己
診
断
用
の
質
問
形

式
に
な
っ
て
お
り
、
25
項
目
の
質
問
か
ら

構
成
さ
れ
て
い
る
。

　

例
え
ば
最
初
の
項
目
「
経
営
ト
ッ
プ
の

意
思
決
定
構
造
」
に
は
以
下
の
よ
う
な

質
問
が
あ
る
。

　

・�

経
営
ト
ッ
プ
が
Ｉ
Ｔ
を
経
営
革
新
・

事
業
改
革
に
お
け
る「
競
争
差
別
化
」

や
「
付
加
価
値
創
造
」
の
源
泉・ツ
ー

ル
と
し
て
位
置
づ
け
て
い
る
か
。

　

・�

経
営
ト
ッ
プ
が
Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
て
具

体
的
に
何
を
や
り
た
い
か
を
明
確

に
意
思
表
示
し
て
い
る
か
。

　

又
、
平
成
20
年
４
月
か
ら
上
場
企
業

に
義
務
付
け
ら
れ
た
内
部
統
制
制
度
に

お
い
て
も
、
Ｉ
Ｔ
統
制
が
ひ
と
つ
の
柱
と

な
っ
て
い
る
。
平
成
19
年
２
月
に
金
融
庁

か
ら
公
表
さ
れ
た
内
部
統
制
実
施
基
準

に
お
い
て
、
以
下
の
よ
う
な
全
社
的
統
制

の
評
価
項
目
例
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。

　

・�
経
営
者
は
、
Ｉ
Ｔ
に
関
す
る
適
切
な

戦
略
、
計
画
等
を
定
め
て
い
る
か
。

　

・�

経
営
者
は
、
内
部
統
制
を
整
備
す

る
際
に
、
Ｉ
Ｔ
環
境
を
適
切
に
理
解

し
、
こ
れ
を
踏
ま
え
た
方
針
を
明

確
に
示
し
て
い
る
か
。

　

こ
の
よ
う
に
世
の
中
の
動
き
は
、
Ｉ
Ｔ

活
用
に
は
経
営
者
の
役
割
が
重
要
で
あ

る
と
い
う
こ
と
が
、
一
般
的
に
な
っ
て
い

る
。
し
か
し
、
こ
の
考
え
方
は
わ
が
国
で

は
、
一
部
大
手
企
業
を
除
く
と
、
ま
だ
ま

だ
実
現
で
き
て
い
な
い
の
が
実
態
で
あ
ろ

う
と
思
わ
れ
る
。

　

Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
て
経
営
を
行
う
た
め

に
は
、
中
小
企
業
に
と
っ
て
、
人
材
不
足

や
資
金
不
足
な
ど
多
く
の
関
門
が
あ
る
。

し
か
し
こ
れ
ら
の
問
題
は
Ｉ
Ｔ
技
術
の
進

歩
や
各
種
中
小
企
業
支
援
策
の
充
実
に

よ
っ
て
解
決
さ
れ
る
こ
と
も
多
い
。
出
来

る
限
り
最
新
の
情
報
を
収
集
し
て
、
Ｉ
Ｔ

活
用
を
促
進
す
る
必
要
が
あ
ろ
う
。

　

ま
た
、
社
内
の
Ｉ
Ｔ
環
境
整
備
は
一
朝

一
夕
に
は
完
成
で
き
な
い
。
計
画
的
に
、

着
実
に
実
行
し
て
い
く
こ
と
が
肝
要
で
あ

る
。
そ
し
て
、
業
務
プ
ロ
セ
ス
を
簡
素
化

し
、
低
コ
ス
ト
で
効
率
的
な
経
営
を
目
指

し
た
い
。

　

中
小
企
業
に
お
け
る
経
営
者
の
役
割

は
、
大
企
業
よ
り
大
き
い
こ
と
を
考
え
る

と
、
中
小
企
業
こ
そ
Ｉ
Ｔ
推
進
を
経
営

者
が
主
導
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
は
な

か
ろ
う
か
。

（
中
小
企
業
診
断
士　

安
藤　

孝
）

■ 視　　点

業
務
プ
ロ
セ
ス
の
改
革

Ｉ
Ｔ
活
用
に
関
す
る
経
営
者
の
関

与
体
制
（
Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス
）

最
後
に
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現
在
の
創
業
・
起
業
ブ
ー
ム
の
中
で

企
業
組
合
が
見
直
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ

こ
で
は
企
業
組
合
の
概
要
と
、
組
合
設

立
手
続
き
の
流
れ
を
述
べ
ま
す
。

企
業
組
合
と
は

　

個
人
事
業
者
や
勤
労
者
な
ど
が
４
人

以
上
集
ま
り
、
個
々
の
資
本
と
労
働
を

組
合
に
集
中
し
て
、
組
合
の
事
業
に
従

事
し
、
組
合
自
体
が
一
つ
の
企
業
体
と

な
っ
て
事
業
活
動
を
行
う
組
織
で
す
。

　

他
の
中
小
企
業
組
合
と
異
な
り
、
事

業
者
に
限
ら
ず
勤
労
者
や
主
婦
、
学
生

な
ど
も
組
合
員
と
し
て
加
入
す
る
こ
と

が
で
き
、
ま
た
、
そ
の
行
う
事
業
が
限

定
さ
れ
な
い
こ
と
か
ら
、
小
規
模
な
事

業
者
が
経
営
規
模
の
適
正
化
を
図
る
場

合
や
、
勤
労
者
が
安
定
し
た
自
ら
の
働

く
場
を
確
保
す
る
の
に
適
し
て
い
ま
す
。

働
く
場
の
確
保

　

企
業
組
合
は「
組
合
員
が
共
に
働
く
」

と
い
う
特
色
を
も
っ
て
お
り
、
そ
の
た

め
組
合
員
に
対
し
組
合
の
事
業
に
従

事
す
る
義
務
が
課
せ
ら
れ
て
い
ま
す

（
原
則
と
し
て
組
合
員
の
２
分
の
１
以

上
が
組
合
の
事
業
に
従
事
し
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。
さ
ら
に
、
組
合
の
事

業
に
従
事
す
る
者
の
３
分
の
１
以
上

は
組
合
員
で
あ
る
こ
と
が
必
要
で
す
）。

　

ま
た
、
組
合
員
は
、
従
来
、
個
人
に

限
ら
れ
て
い
ま
し
た
が
、
組
合
事
業
を

サ
ポ
ー
ト
す
る
法
人
等
も
加
入
で
き

る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。
そ
の
た
め
、

企
業
組
合
は
、
法
人
等
か
ら
の
出
資
を

通
じ
て
、
自
己
資
本
の
充
実
や
経
営
能

力
の
向
上
を
図
る
こ
と
が
可
能
と
な

り
ま
し
た
。

企
業
組
合
の
形
態

【
集
中
型
】

　

企
業
組
合
の
形
態
の
一
つ
は
事
業

所
集
中
型
で
す
。
こ
れ
は
、
事
業
者
で

な
い
個
人
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
組
合
、

ま
た
は
個
人
事
業
者
で
あ
っ
た
組
合

員
が
従
来
営
ん
で
い
た
事
業
所
を
閉

鎖
し
て
合
同
し
た
形
態
を
と
る
組
合

で
あ
り
、
組
合
自
体
が
事
業
活
動
の
主

体
と
な
り
ま
す
。
事
業
所
は
お
お
む
ね

一
箇
所
に
集
中
し
て
い
る
も
の
が
多

い
で
す
が
、
複
数
の
事
業
所
を
も
つ
も

の
も
あ
り
ま
す
。

【
分
散
型
】

　

も
う
一
つ
の
形
態
は
事
業
所
分
散

型
で
す
。
こ
れ
は
、 

個
人
業
者
で
あ
っ

た
組
合
員
が
従
来
営
ん
で
い
た
事
業

所
を
組
合
の
事
業
所
と
し
て
存
続
さ

せ
る
方
法
を
と
る
場
合
で
、
仕
入
や
販

売
に
つ
い
て
は
各
事
業
所
に
委
ね
て
、

組
合
本
部
は
、
主
と
し
て
各
事
業
所
の

売
上
代
金
の
収
納
管
理
や
仕
入
代
金

の
支
払
等
の
業
務
を
行
い
ま
す
。 

企
業
組
合
の
利
点

　

企
業
組
合
は
会
社
や
任
意
団
体
な

ど
と
く
ら
べ
て
、
い
ろ
い
ろ
な
利
点
が

あ
り
ま
す
。

【
税
制
上
の
優
遇
措
置
】

　

代
表
理
事
の
変
更
な
ど
法
律
に
基

づ
く
登
記
に
関
す
る
登
録
免
許
税
や

組
合
と
組
合
員
の
間
で
発
行
さ
れ
る

受
取
書
に
対
す
る
印
紙
税
が
非
課
税

に
な
る
な
ど
の
、
会
社
に
は
適
用
さ
れ

な
い
税
制
上
の
優
遇
措
置
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

な
お
、
企
業
組
合
は
税
制
上
、
株
式

会
社
と
同
じ
く
普
通
法
人
で
す
が
、
出

資
総
額
１
億
円
以
下
の
場
合
に
は
、
年

間
所
得
８
０
０
万
円
以
下
の
部
分
に
対

す
る
法
人
税
に
つ
い
て
は
、
中
小
法
人

と
同
様
、
軽
減
税
率
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

【
組
合
員
は
有
限
責
任
】

　

無
限
責
任
が
適
用
さ
れ
る
合
名
会

社
や
合
資
会
社
と
は
異
な
り
、
企
業
組

合
の
出
資
者
で
あ
る
組
合
員
に
は
株

式
会
社
と
同
様
に
有
限
責
任
制
度
が

適
用
さ
れ
る
た
め
、
組
合
員
は
そ
れ
ぞ

れ
の
出
資
額
を
限
度
と
し
て
し
か
組

合
の
有
す
る
債
務
の
弁
済
に
対
し
て

責
任
を
負
い
ま
せ
ん
。

【
発
言
権
は
平
等
】

　

株
式
会
社
の
株
主
と
は
異
な
り
、
企

業
組
合
の
組
合
員
に
は
、
出
資
額
の
多

寡
に
か
か
わ
り
な
く
、
議
決
権
・
選
挙

権
が
平
等
に
与
え
ら
れ
ま
す
の
で
、
組

織
の
民
主
的
な
運
営
が
確
保
さ
れ
ま
す
。

【
従
事
組
合
員
は
勤
労
者
】

　

組
合
員
は
、
株
式
会
社
の
株
主
に
相

当
し
、
組
合
が
雇
用
す
る
従
業
員
で
は

あ
り
ま
せ
ん
が
、
組
合
員
が
組
合
事
業

に
従
事
し
た
こ
と
に
対
し
て
受
け
取

る
所
得
は
事
業
所
得
で
は
な
く
、
給
与

所
得
扱
い
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
従
事
組
合
員
に
対
す
る
社
会

保
険
・
労
働
保
険
制
度
の
適
用
に
つ
い

て
は
、
原
則
と
し
て
勤
労
者
と
同
様
の

取
り
扱
い
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

◎
こ
の
ほ
か
、
国
や
県
の
中
小
企
業
施

策
の
支
援
を
受
け
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

企
業
組
合
を
作
っ
て
あ
な
た
の
夢
を

実
現
し
ま
せ
ん
か
。

詳
細
に
つ
い
て
は

本
会
指
導
相
談
室

℡
０
４
３
・
３
０
６
・
３
２
８
５

松
戸
支
所

℡
０
４
７
・
３
６
８
・
３
９
９
２

企
業
組
合
で

あ
な
た
の
夢
を
実
現
し
ま
せ
ん
か

■ 組合 Q&A
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■ 組合Q&A
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事業協同組合
（事業協同小組合） 火災共済協同組合 信用協同組合 企業組合 商工組合 協業組合 商店街振興組合 生活衛生同業組合 有限責任事業組合

（ＬＬＰ） 株式会社

目的
組合員の経営の近代
化・合理化・経済活動
の機会の確保

火災等により組合員の財
産に生ずることのある損
害の補てん

資金の貸付、預金の受
入れ

組合員の働く場の確保、
経営の合理化

組合員の事業の改善発
達

組合員の事業を統合、規
模を適正化し、生産性向
上、共同利益の増進

商店街地域の環境整備 組合員の事業の生活衛
生の水準向上、資格事
業の改善

利益追求/企業の連携や
専門的な能力を持った人
材による共同事業の振興

利益追求

性格 人的結合体 人的結合体 人的結合体 人的結合体 人的結合体 人的・物的結合体 人的結合体 人的結合体 人的・物的結合体 物的結合体

事業
組合員の事業を
支援する共同事業

組合員の火災等による損
害補てんのための共済

組合員に対する資金の
貸付、預金・定期積金
の受入れ、その他

定款に掲げる事業
指導教育、調査研究、
共同経済事業（出資組
合のみ）

組合員の事業の統合、関
連事業、付帯事業

商店街の環境整備、共同
経済事業

生活衛生の適正化事業、
指導、検査事業、その他

企業同士のジョイント・ベ
ンチャーや専門的な能力を
持つ人材による共同事業

定款に掲げる事業

設立要件
４人以上の事業者が参
加すること

1,000人以上が加入する
こと。出資額1,000万円
以上であること

300人以上が加入すること、
出資金1,000万円以上（東京
都ほか金融庁長官の指定す
る人口50万以上の市は
2,000万円以上）であること

４人以上の個人が参加
すること

１都道府県以上の区域を
地区として地区内で資格
事業を行う者の２分の１
以上が加入すること

４人以上の事業者が参加
すること

１都道府県以内の区域を
地区として小売商業又は
サービス業を営む事業者
の30人以上が近接してそ
の事業を営むこと

都道府県毎に一個の組
合。資格事業者の３分の
２以上が加入すること

２人以上の個人または法
人が参加すること。組合
契約書を作成し、これを
登記すること

資本金１円以上

組合員資格

地区内の小規模事業者 地区内の小規模事業者
（農林水産業者を除く）

地区内の小規模事業者
又は地区内に居住所を
有する者、勤労者

個人及び法人など 地区内において資格事
業を営む中小企業者及
び定款に定めたときは3
分の1未満の中小企業者
以外の者

中小企業者（組合員の推
定相続人を含む）及び定
款で定めたときは４分の１
以内の中小企業者以外の
者

地区内で小売商業又は
サービス業を営む者及び
定款で定めたときはこれ
以外の者

地区内において資格事業
を営む者

特に限定なし（ただし、法
人が組合員となる場合は、
自然人の職務執行者を定
めること）組合員には業
務執行への参加義務あり

無制限

責任 有限責任 有限責任 有限責任 有限責任 有限責任 有限責任 有限責任 有限責任 有限責任 有限責任

発起人数 ４人以上 ４人以上 ４人以上 ４人以上（個人に限る） ４人以上 ４人以上 ７人以上 20人以上 ２人以上 １人以上

加入 自由 自由 自由 自由 自由 総会の承諾が必要 自由 自由 組合員全員の一致で決定 株式の譲受・増資割当に
よる

任意脱退 自由 自由 自由 自由 自由 持分譲渡による 自由 自由 やむを得ない理由がある
場合のみ可能

株式の譲渡による

組合員比率 ない ない ない 全従業員の３分の１以上
が組合員

ない ない ない ない ない ない

従事比率 ない ない ない 全組合員の２分の１以上
が組合事業に従事

ない ない ない ない ない ない

1組合員の
出資限度

100分の25
（合併・脱退の場合
100分の35）

100分の25
（合併・脱退の場合
100分の35）

100分の10 100分の25
（脱退の場合
100分の35）

100分の25
（合併・脱退の場合
100分の35）

100分の50未満（中小企業
者でないもの全員の出資
総額は100分の50未満）

100分の25 100分の25 ない ない

議決権
平等（1人1票） 平等（1人1票） 平等（1人1票） 平等（1人1票） 平等（1人1票） 平等（ただし定款で定め

たときは出資比例の議決
権も可）

平等（1人1票） 平等（1人1票） 組合員全員の一致で決定 出資別（1株1票）

員外利用
限度

原則として組合員の利用
分量の100分の20まで
（特例あり）

組合員等（親族等を含む）
の利用分量の100分の20
まで

預金の受入れは、預金
量の100分の20まで

共同経済事業のみ適用、原
則として組合員の利用分量
の100分の20まで（特例あり）

組合員の利用分量の100
分の20まで

組合員の利用分量の100
分の20まで

配当
利用分量配当及び１割
までの出資配当

利用分量配当及び１割
までの出資配当

利用分量配当及び１割
までの出資配当

従事分量配当及び２割
までの出資配当

利用分量配当及び１割
までの出資配当

定款に定めた場合を除き
出資配当

利用分量配当及び１割ま
での出資配当

利用分量配当及び１割ま
での出資配当

出資配当

根拠法 中小企業等協同組合法
（制定：昭和24年）

中小企業団体の組織に
関する法律

（制定：昭和33年）

中小企業団体の組織に関
する法律

（制定：昭和33年）

商店街振興組合法
（制定：昭和37年）

生活衛生関係営業の運営
の適正化及び振興に関す
る法律（制定：昭和32年）

有限責任事業組合契約
に関する法律
（制定：平成17年）

会社法（制定：平成18年）

■ 施　　策
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事業協同組合
（事業協同小組合） 火災共済協同組合 信用協同組合 企業組合 商工組合 協業組合 商店街振興組合 生活衛生同業組合 有限責任事業組合

（ＬＬＰ） 株式会社

目的
組合員の経営の近代
化・合理化・経済活動
の機会の確保

火災等により組合員の財
産に生ずることのある損
害の補てん

資金の貸付、預金の受
入れ

組合員の働く場の確保、
経営の合理化

組合員の事業の改善発
達

組合員の事業を統合、規
模を適正化し、生産性向
上、共同利益の増進

商店街地域の環境整備 組合員の事業の生活衛
生の水準向上、資格事
業の改善

利益追求/企業の連携や
専門的な能力を持った人
材による共同事業の振興

利益追求

性格 人的結合体 人的結合体 人的結合体 人的結合体 人的結合体 人的・物的結合体 人的結合体 人的結合体 人的・物的結合体 物的結合体

事業
組合員の事業を
支援する共同事業

組合員の火災等による損
害補てんのための共済

組合員に対する資金の
貸付、預金・定期積金
の受入れ、その他

定款に掲げる事業
指導教育、調査研究、
共同経済事業（出資組
合のみ）

組合員の事業の統合、関
連事業、付帯事業

商店街の環境整備、共同
経済事業

生活衛生の適正化事業、
指導、検査事業、その他

企業同士のジョイント・ベ
ンチャーや専門的な能力を
持つ人材による共同事業

定款に掲げる事業

設立要件
４人以上の事業者が参
加すること

1,000人以上が加入する
こと。出資額1,000万円
以上であること

300人以上が加入すること、
出資金1,000万円以上（東京
都ほか金融庁長官の指定す
る人口50万以上の市は
2,000万円以上）であること

４人以上の個人が参加
すること

１都道府県以上の区域を
地区として地区内で資格
事業を行う者の２分の１
以上が加入すること

４人以上の事業者が参加
すること

１都道府県以内の区域を
地区として小売商業又は
サービス業を営む事業者
の30人以上が近接してそ
の事業を営むこと

都道府県毎に一個の組
合。資格事業者の３分の
２以上が加入すること

２人以上の個人または法
人が参加すること。組合
契約書を作成し、これを
登記すること

資本金１円以上

組合員資格

地区内の小規模事業者 地区内の小規模事業者
（農林水産業者を除く）

地区内の小規模事業者
又は地区内に居住所を
有する者、勤労者

個人及び法人など 地区内において資格事
業を営む中小企業者及
び定款に定めたときは3
分の1未満の中小企業者
以外の者

中小企業者（組合員の推
定相続人を含む）及び定
款で定めたときは４分の１
以内の中小企業者以外の
者

地区内で小売商業又は
サービス業を営む者及び
定款で定めたときはこれ
以外の者

地区内において資格事業
を営む者

特に限定なし（ただし、法
人が組合員となる場合は、
自然人の職務執行者を定
めること）組合員には業
務執行への参加義務あり

無制限

責任 有限責任 有限責任 有限責任 有限責任 有限責任 有限責任 有限責任 有限責任 有限責任 有限責任

発起人数 ４人以上 ４人以上 ４人以上 ４人以上（個人に限る） ４人以上 ４人以上 ７人以上 20人以上 ２人以上 １人以上

加入 自由 自由 自由 自由 自由 総会の承諾が必要 自由 自由 組合員全員の一致で決定 株式の譲受・増資割当に
よる

任意脱退 自由 自由 自由 自由 自由 持分譲渡による 自由 自由 やむを得ない理由がある
場合のみ可能

株式の譲渡による

組合員比率 ない ない ない 全従業員の３分の１以上
が組合員

ない ない ない ない ない ない

従事比率 ない ない ない 全組合員の２分の１以上
が組合事業に従事

ない ない ない ない ない ない

1組合員の
出資限度

100分の25
（合併・脱退の場合
100分の35）

100分の25
（合併・脱退の場合
100分の35）

100分の10 100分の25
（脱退の場合
100分の35）

100分の25
（合併・脱退の場合
100分の35）

100分の50未満（中小企業
者でないもの全員の出資
総額は100分の50未満）

100分の25 100分の25 ない ない

議決権
平等（1人1票） 平等（1人1票） 平等（1人1票） 平等（1人1票） 平等（1人1票） 平等（ただし定款で定め

たときは出資比例の議決
権も可）

平等（1人1票） 平等（1人1票） 組合員全員の一致で決定 出資別（1株1票）

員外利用
限度

原則として組合員の利用
分量の100分の20まで
（特例あり）

組合員等（親族等を含む）
の利用分量の100分の20
まで

預金の受入れは、預金
量の100分の20まで

共同経済事業のみ適用、原
則として組合員の利用分量
の100分の20まで（特例あり）

組合員の利用分量の100
分の20まで

組合員の利用分量の100
分の20まで

配当
利用分量配当及び１割
までの出資配当

利用分量配当及び１割
までの出資配当

利用分量配当及び１割
までの出資配当

従事分量配当及び２割
までの出資配当

利用分量配当及び１割
までの出資配当

定款に定めた場合を除き
出資配当

利用分量配当及び１割ま
での出資配当

利用分量配当及び１割ま
での出資配当

出資配当

根拠法 中小企業等協同組合法
（制定：昭和24年）

中小企業団体の組織に
関する法律

（制定：昭和33年）

中小企業団体の組織に関
する法律

（制定：昭和33年）

商店街振興組合法
（制定：昭和37年）

生活衛生関係営業の運営
の適正化及び振興に関す
る法律（制定：昭和32年）

有限責任事業組合契約
に関する法律
（制定：平成17年）

会社法（制定：平成18年）

各種組合制度等の比較　

■ 施　　策
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■ ご　案　内

⑵事業を営んでいない個人であって、２月以内に新たに会社を設立し、かつ、当該新たに設立される会社が事業
を開始する具体的な計画を有するもの。

□県制度融資の対象とならない業種、資金使途
１．対象とならない業種
農林漁業（素材生産業及び素材生産サービス業を除く）、金融・保険業（保険媒介代理業及び保険サービス業を除く）
等、信用保証協会の保証対象外業種は県制度融資の対象になりません。

２．対象とならない資金使途
事業資金であっても、以下に掲げる資金は対象としません。　
①投資資金　（法人設立又は増資のための出資金を含む） 
②借換え資金（県制度内の借換制度を利用する場合を除く） 
③転貸資金　（サポート短期資金のうち組合転貸を除く） 
④その他、系列や取引先の債務を肩代わりするための資金、県外資金、生活資金等

□県制度融資の種類と申込先
　取扱金融機関、また中小企業団体中央会、商工会議所、商工会でも申込受付をしております。資金によって申
込先が異なる場合がありますので、先ず現在お取引のある金融機関にお尋ねください。

□主な制度融資の種類

⑴事業資金
　同一事業を 1 年以上引き続き営む県内の中小企業者等で、事業活動上の資金を必要とするもの
⑵サポート短期資金
　中小企業者等であって一時的な資金を必要とするもの
⑶小規模企業資金
　小規模企業者で、事業経営上の資金を必要とするもの
⑷挑戦資金
　新たに次のいずれかに取り組まれるもの
　①経営革新計画の承認、②情報化推進、③事業転換や事業多角化、④知的財産の活用
⑸セーフティーネット資金
　以下のいずれかに該当するもの
　①セーフティーネット保証の該当、②売上減少、③取引先倒産の影響、④災害被害
⑹再生資金
　再生支援協議会の支援を受け再生を図るもの
⑺観光施設資金
　県が承認する観光施設整備計画に基づく観光施設の整備を行なうもの
⑻地域商業資金
　小売業を営み、かつ、大型店進出への対応を図ろうとするもの

◎制度融資に関するお問い合わせ先
　制度融資の内容　　　　千葉県商工労働部経営支援課　℡ .043-223-2707
　信用保証制度の内容　　千葉県信用保証協会本店　　　℡ .043-221-8111
　申し込み　　　　　　　現在の取引金融機関
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千葉県の中小企業向け融資制度
□県制度融資の基本的な流れ
　県制度融資は県内の中小企業の皆様に、経営の活性化、安定のために必要な事業資金を円滑に調達して頂くた
めに、県、中小企業団体中央会、商工会議所、商工会、金融機関、千葉県信用保証協会の連携と協力のもとで行
われている融資制度です。 

①中小企業者が金融機関（あるいは中央会又は商工会議所若しくは商工会）に融資を申し込む
　（申し込まれた中央会等は金融機関に融資依頼、保証協会に融資斡旋依頼を行なう）
②金融機関は保証協会に対して保証依頼を行う
③保証協会の保証が得られれば融資が実行される

□県制度融資の対象となるのは
　県内中小企業者（個人、会社、組合等）の方、及び県内で新規創業される方が融資の対象となります。 
ただし、事業資金、サポート短期資金を利用するにあたっては、同一事業を 1 年以上引続き営んでいることが必
要です。 
　また、創業資金については創業後５年未満までの方が対象となります。 

□中小企業者等、創業者とは
　県制度融資では、以下の方を中小企業者等、創業者としています。 
１．中小企業者等
⑴中小企業信用保険法（以下「法」という。）第 2 条第 1 項第 1 号に規定する会社・個人
①小売業：資本金５，０００万円以下、従業員５０人以下 
②サービス業：資本金５，０００万円以下、従業員１００人以下 
③卸売業：資本金１億円以下、従業員１００人以下 
④その他の業種（製造業・建設業等）：資本金３億円以下、従業員３００人以下 
⑵法第２条第１項第１号の２に規定する会社・個人
①�ゴム製品製造業（自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く。）：資本金

３億円以下、従業員９００人以下 
②ソフトウェア業・情報処理サービス業：資本金３億円以下、従業員３００人以下 
③旅館業：資本金５，０００万円以下、従業員２００人以下 
※⑴、⑵については、資本金または出資金、従業員のいずれかの要件を満たしていれば中小企業者に含まれます。 
⑶法第２条第１項第３号に規定する医療法人
①医業を主たる業とする法人：従業員３００人以下 
※県制度融資では、１．⑴～⑶のうち、特に以下の内容に該当する中小企業者等の方を小規模事業者としています。
①商業・サービス業：従業員５人以下 
②その他の業種：従業員２０人以下 
⑷組合（法第２条第１項第２号、２号の２、４号～７号に規定する組合）
事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、企業組合、協業組合、商工組合、商工組合連合会、商店街振
興組合、商店街振興組合連合会、生活衛生同業組合、生活衛生同業小組合、生活衛生同業組合連合会、酒類業組合、
内航海運組合、内航海運組合連合会　　　
 （組合によっては構成員、業種、資本金（出資金）等に制限があるものがあります。）
２．創業者
⑴事業を営んでいない個人であって、１月以内に新たに事業を開始する具体的な計画を有するもの。 

■ ご  案  内
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情
報
連
絡
員
報
告
を
中
心
と
し
た

県
内
の
中
小
企
業
動
向

9
月

■
め
ん
類
製
造	
【
県
内
全
域
】

　

10
月
の
麦
価
改
定
が
10
％
ア
ッ
プ
と

予
定
さ
れ
て
い
た
幅
よ
り
政
策
的
に
低

く
抑
え
ら
れ
た
た
め
、
麺
製
品
へ
の
転

嫁
は
難
し
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。

■
製
材	

【
県
内
全
域
】

　

大
手
企
業
や
都
市
部
で
は
新
築
着
工

戸
数
が
一
部
増
え
た
よ
う
だ
が
、
小
売

業
者
を
中
心
と
し
た
顧
客
に
販
売
し
て

い
る
当
市
場
は
依
然
よ
く
な
い
。

　

組
合
は
売
上
げ
が
減
少
し
、
回
収
も

長
期
化
し
て
お
り
、
資
金
繰
り
が
厳
し

く
な
っ
て
き
た
。

■
印
刷	

【
県
内
全
域
】

　

９
月
は
民
間
企
業
の
半
期
決
算
の
関

係
で
受
注
が
増
え
た
組
合
員
が
あ
る
一

方
で
、
官
公
需
の
割
合
が
多
い
組
合
員

は
、
各
自
治
体
の
予
算
カ
ッ
ト
の
影
響

を
受
け
て
売
上
げ
が
下
が
っ
て
い
る
よ

う
だ
。
９
月
か
ら
の
イ
ン
キ
の
値
上
げ

は
11
月
頃
に
変
更
に
な
っ
た
が
、
刷
版

は
各
メ
ー
カ
ー
と
も
10
月
か
ら
値
上
が

り
す
る
。
組
合
員
に
は
価
格
上
昇
分
の

転
嫁
を
指
導
し
て
い
る
。

　

９
月
に
千
葉
市
内
の
２
社
が
倒
産

し
、
浦
安
市
で
は
中
堅
企
業
が
１
社
廃

業
し
た
そ
う
だ
。

■
生
コ
ン
製
造	

【
県
内
全
域
】

　

こ
の
と
こ
ろ
毎
月
同
じ
コ
メ
ン
ト
に

な
る
が
、
回
復
の
兆
し
が
み
え
ず
、
期

初
予
想
を
大
巾
に
下
回
る
落
ち
込
み
。

平
成
に
入
っ
て
最
悪
の
状
態
が
続
い
て

い
る
。

■
電
気
鍍
金	

【
県
内
全
域
】

　

月
ご
と
に
景
況
は
悪
化
し
て
き
て
い

る
。
材
料
等
は
高
騰
し
て
も
加
工
単
価

の
値
上
げ
が
で
き
な
い
。

■
鉄
工	

【
千
葉
】

　

当
組
合
が
独
自
に
実
施
し
て
い
る

「
事
業
所
動
向
調
査
」（
今
年
度
上
半
期
）

に
よ
る
と
、
大
半
の
組
合
員
で
景
況
悪

化
し
て
い
る
と
の
こ
と
で
、
厳
し
い
業

況
推
移
が
う
か
が
わ
れ
る
。

■
採
石	

【
県
内
全
域
】

　

羽
田
空
港
の
Ｄ
滑
走
路
工
事
が
本
格

化
す
る
中
で
、
当
組
合
産
の
ズ
リ
の
出

荷
が
増
え
て
い
る
。

■
土
砂
採
取	

【
県
内
全
域
】

　

昨
年
５
月
か
ら
開
始
さ
れ
た
羽
田
空

港
の
Ｄ
滑
走
路
工
事
に
伴
い
一
部
地
域

に
つ
い
て
は
、
時
限
的
に
明
る
い
兆
し

が
見
え
て
い
る
が
、
原
油
価
格
の
高
騰

を
受
け
て
山
砂
運
搬
企
業
は
大
き
な
打

撃
を
う
け
、
国
、
Ｊ
Ｖ
と
協
議
し
燃
油

単
価
の
ス
ラ
イ
ド
制
を
導
入
し
た
。

　

ま
た
、
各
組
合
連
名
で
公
共
団
体
及

び
一
般
企
業
に
対
し
て
骨
材
値
上
げ
の

要
望
を
出
し
た
。

■
石
油
製
品
製
造	

【
富
津
市
・
他
】

　

相
変
わ
ら
ず
の
状
況
。
組
合
の
財
務

状
況
が
悪
化
し
、
資
金
繰
り
が
う
ま
く

い
っ
て
い
な
い
。
組
合
を
脱
退
し
た
い

と
い
う
組
合
員
が
出
て
き
た
。

■
食
肉
卸
売	

【
千
葉
市
・
他
】

　

飼
料
等
の
高
騰
に
も
か
か
わ
ら
ず
牛

乳
の
価
格
が
据
え
置
か
れ
て
い
る
た
め

畜
産
農
家
の
経
営
は
悪
化
し
て
、
転
廃

業
が
増
え
て
い
る
。

■
リ
サ
イ
ク
ル
卸	

【
県
内
全
域
】

　

ご
み
袋
の
値
上
げ
に
よ
り
販
売
価
格

は
上
昇
し
た
が
、
そ
れ
以
外
の
業
務
に

つ
い
て
は
変
化
な
し
。

■
建
築
材
料
卸
売	

【
県
内
全
域
】

　

建
設
関
連
は
ま
す
ま
す
落
ち
込
み
の

様
相
を
呈
し
て
お
り
、
信
用
収
縮
が
起

こ
り
、
冷
え
切
っ
て
い
る
。
下
期
、
さ

ら
に
来
期
も
ど
の
く
ら
い
落
ち
込
む
の

か
、
回
復
の
め
ど
が
全
く
た
た
な
い
。

■
自
動
車
解
体	
【
県
内
全
域
】

　

悪
い
状
況
が
続
い
て
い
る
。

■
中
古
車
販
売	

【
県
内
全
域
】

　

卸
売
市
場
は
こ
れ
ま
で
以
上
に
ハ
ッ

キ
リ
と
し
た
選
別
仕
入
に
傾
い
て
い
る
。

部
分
的
限
定
の
活
況
感
で
、
動
き
の
少

な
い
展
開
で
あ
る
。

■
小
売	

【
東
金
】

　

ガ
ソ
リ
ン
、
原
材
料
の
値
上
げ
等
の

影
響
で
消
費
低
迷
が
続
き
、
売
上
げ
減

が
止
ま
ら
な
い
。
上
旬
か
ら
中
旬
ま
で

気
温
が
高
か
っ
た
こ
と
も
あ
り
、
秋
物

の
動
き
が
鈍
か
っ
た
。
さ
ら
に
、
後
半

は
台
風
の
接
近
に
よ
り
、
客
足
が
遠
の

い
て
し
ま
っ
た
。

■
小
売	

【
野
田
】

　

高
齢
者
の
来
店
数
が
増
加
し
て
い
る

が
、
若
年
層
は
減
少
傾
向
に
あ
る
。

フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
性
の
高
い
商
品
は
、
新

店
の
大
型
店
や
駅
ビ
ル
に
流
れ
て
い
る

よ
う
だ
（
10
月
２
日
に
総
延
床
面
積

36
万
４
０
０
０
㎡
の
イ
オ
ン
レ
イ
ク
タ

ウ
ン
が
越
谷
市
に
オ
ー
プ
ン
し
た
）。

■
農
業
機
械
販
売
整
備	

【
県
内
全
域
】

　

メ
ー
カ
ー
系
列
販
社
に
広
域
化
、
集

約
化
、
合
理
化
の
動
き
が
急
。
最
後
ま

で
残
っ
て
い
た
ク
ボ
タ
も
来
年
１
月
に

千
葉
、
埼
玉
、
静
神
が
合
併
す
る
。
他

の
メ
ー
カ
ー
系
列
販
社
も
既
に
合
併
し

て
お
り
、
県
単
位
組
合
の
存
在
意
義
が

問
わ
れ
そ
う
だ
。

■
建
設
揚
重	

【
県
内
全
域
】

　

燃
料
費
の
高
騰
に
よ
り
、
着
工
工
事

の
減
少
で
低
迷
状
態
が
続
い
て
い
る
。

■
自
動
車
一
般
整
備	

【
県
内
全
域
】

　

原
油
価
格
の
高
騰
に
よ
る
原
材
料
費

の
値
上
げ
、
新
車
販
売
の
減
少
に
よ
り
、

景
況
は
大
変
厳
し
い
。
転
廃
業
す
る
組

合
員
が
あ
る
。

■
遊
覧
船	

【
鴨
川
】

　

レ
ジ
ャ
ー
関
係
施
設
で
あ
り
、
ガ
ソ

リ
ン
の
価
格
次
第
で
客
足
が
左
右
さ
れ

る
状
態
だ
。

■
土
木
建
築
サ
ー
ビ
ス	

【
県
内
全
域
】

　

県
内
市
町
村
の
平
成
19
年
度
決
算
は

歳
出
が
３
年
ぶ
り
に
増
加
。
普
通
建
設

事
業
費
が
６・５
％
増
加
と
な
り
、
市
町

村
に
や
や
希
望
が
持
て
る
。

　

廃
業
や
倒
産
情
報
が
時
々
入
る
。
組

合
員
数
は
今
後
も
減
少
傾
向
に
あ
る
。

■
建
設	

【
県
内
全
域
】

　

連
合
会
加
入
組
合
員
の
国
、
県
、
市

町
村
か
ら
の
受
注
高
は
77
億
９
０
０
０

万
円
で
あ
っ
た
。
こ
れ
は
前
月
比

21
億
８
５
０
０
万
円
の
大
幅
減
、
前
年

同
月
比
で
も
３
億
１
１
０
０
万
円
の
減

少
で
あ
っ
た
。

■
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア	

【
千
葉
県
・
東
京
都
】

　

景
況
を
悪
化
と
答
え
る
組
合
員
が
増

え
て
い
る
。

【
訂
正
】10
月
号
の「
パ
ン
製
造
」の
報
告
で
、

「
会
食
フ
ェ
ア
」
で
給
食
用
「
こ
め
粉
パ
ン
」

の
展
示
販
売
を
行
な
っ
た
。と
い
う
内
容
を
、

「
食
育
フ
ェ
ア
」
で
給
食
用
「
こ
め
粉
パ
ン
」

の
展
示
及
び
配
布
を
行
な
っ
た
。
と
訂
正
い

た
し
ま
す
。
関
係
者
お
よ
び
読
者
の
皆
様

に
は
お
詫
び
申
し
上
げ
ま
す
。

■ 景　　況
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■ お知らせ
中央会の電話がダイヤル・インになりました
部・グループごとの新しい電話番号と、主なしごとをお知らせします。

部室名等 グループ等 電話番号 主なしごと 

☐総務部 
 

 043- 

306-3281 

・ 会員の加入、脱退手続き 

・ 総会、理事会及び委員会の開催 

・ 会費の賦課 

・ 組合等の表彰 

・ 機関誌の発行及びＨＰ管理 

・ 書籍の販売（組合法の解説等） 

☐連携支援部 
 

[経営支援グループ]

 
043- 

306-3282 

・ 地域力連携拠点事業（経営革新、ＩＴ活用、

知財活用、地域資源活用、農商工連携、事業

承継） 

・ 中小企業ＢＣＰ策定支援 

・ 連携組織活性化研究会 

・ 中小企業団体レディース中央会 

・ 組合事務局へのＨＰ作成研究会 

・ 中小企業組合士養成講習会 

・ 組合士会 

・ 組合事務局強化研究会 

・ 事務局責任者協会 

・ 異業種交流融合化協議会 

（地域力連携拠点事業 

応援コーディネター）
043- 

306-3283 

[工業支援グループ]

 
043- 

242-3277 

・ 地域力連携拠点事業（経営革新） 

・ 改正組合法普及講習会 

・ 中小企業団体青年中央会 

・ 次世代育成支援対策推進センター 

・ 金融相談 

[商業支援グループ] 043- 

306-3284 

・ 地域力連携拠点事業（経営革新） 

・ 官公需対策 

・ 共済制度の普及 

・ 官公需適格組合受注促進協議会 

・ 商店街連合会 

・ 商店街振興組合連合会 

・ 商業専門店協同組合連合会 

・ 共同店舗協議会 

・ 金融相談 

☐指導相談室 
 

 

 043- 

306-3285 

・ 組合等の設立及び運営相談 

・ 地域力連携拠点事業（創業支援） 

・ 組合の定款変更、登記、決算書の届出等

事務管理の相談 

・ 個別専門指導事業 

[松戸支所] 

 
047- 

368-3992 

・ 支所管内の組合設立及び運営相談 

・ 管内地域の振興支援 

＊ ファクシミリ、本所： 043－247-8410 松戸支所： 047－365-9906 

 

★なお、住所は変更ありません。 

 

〒２６０－００２６ 

千葉市中央区千葉港４－２ 

千葉県中小企業団体中央会 
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